別記

第１号様式（第７条、第13条、第15条関係）
年　　　　月　　　　日

東京都知事　殿

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

法人にあっては、名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地
登　録　申　請　書
	東京都自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例
	
第35条第２項において準用

第36条第２項において準用

	第31条第３項

する同条例第31条第３項

する同条例第31条第３項
	の規定により、自転車の安全で適正な利用に関する基準に


適合することについての登録を次のとおり申請します。
	事業の種別
	１　自転車貨物運送事業　２　自転車旅客運送事業　３　自転車貸付事業

	氏名又は名称
	

	住所又は
主たる事務所の所在地
	郵便番号　　　　－

	
	

	電話番号
	


備考１　「事業の種別」欄は、該当する番号を○で囲むこと。

２　自転車貨物運送事業を営む者にあっては付表１から付表４まで、自転車旅客運送事業を営む者にあっては付表５から付表８まで、自転車貸付事業を営む者にあっては付表９及び付表10に所定の事項を記入し、この様式とともに提出すること。

３　所定の欄に記載できないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。

	※受付欄

受付日：　　　　　年　　　　　月　　　　　　日

受付番号：　　　　　　　　　号


付表１　自転車貨物運送事業用その１

	営業所①の概要
	名称
	営業所
	郵便番号
	　　－
	電話番号
	(    )

	
	営業所の

所在地
	
	営業時間
	

	
	休憩・睡眠施設
	場所
	
	収容能力
	ｍ2
	人

	
	運送用自転車の台数
	全台数
	うち普通自転車
	うち電動機付のもの
	被けん引車の台数

	
	
	台
	台
	台
	台

	
	自転車車庫
	場所
	
	収容能力
	ｍ2
	台

	
	運送用自転車を利用する従業者の総数
	人（うち委託先等　　　　　　　　　人）

	営業所②の概要
	名称
	営業所
	郵便番号
	　　－
	電話番号
	(    )

	
	営業所の

所在地
	
	営業時間
	

	
	休憩・睡眠施設
	場所
	
	収容能力
	ｍ2
	人

	
	運送用自転車の台数
	全台数
	うち普通自転車
	うち電動機付のもの
	被けん引車の台数

	
	
	台
	台
	台
	台

	
	自転車車庫
	場所
	
	収容能力
	ｍ2
	台

	
	運送用自転車を利用する従業者の総数
	人（うち委託先等　　　　　　　　　人）

	営業所③の概要
	名称
	営業所
	郵便番号
	　　－
	電話番号
	(    )

	
	営業所の

所在地
	
	営業時間
	

	
	休憩・睡眠施設
	場所
	
	収容能力
	ｍ2
	人

	
	運送用自転車の台数
	全台数
	うち普通自転車
	うち電動機付のもの
	被けん引車の台数

	
	
	台
	台
	台
	台

	
	自転車車庫
	場所
	
	収容能力
	ｍ2
	台

	
	運送用自転車を利用する従業者の総数
	人（うち委託先等　　　　　　　　　人）

	営業所④の概要
	名称
	営業所
	郵便番号
	　　－
	電話番号
	(    )

	
	営業所の

所在地
	
	営業時間
	

	
	休憩・睡眠施設
	場所
	
	収容能力
	ｍ2
	人

	
	運送用自転車の台数
	全台数
	うち普通自転車
	うち電動機付のもの
	被けん引車の台数

	
	
	台
	台
	台
	台

	
	自転車車庫
	場所
	
	収容能力
	ｍ2
	台

	
	運送用自転車を利用する従業者の総数
	人（うち委託先等　　　　　　　　　人）


付表２　自転車貨物運送事業用その２

	従業者に対して行う研修の体制、内容及び頻度

	体制
	

	内容
	

	頻度
	

	運送用自転車に備えている安全装備並びに運送用自転車について行う点検整備の体制、内容及び頻度

	運送用自転車に備えている

安全装備
	

	体制
	

	内容
	

	頻度
	

	従業者に対する運行の指示を適切なものとするために講じている措置

	運行の距離及び
時間に関する事項
	

	運送用自転車の
貨物の積載に
関する事項
	

	その他の事項
	

	従業者の酒気帯び等の有無を確認する体制及び方法

	確認の体制
	確認者
	

	
	確認場所
	

	確認の方法
	


付表３　自転車貨物運送事業用その３

	運送用自転車に係る交通事故が発生した際の事業者への報告その他の対処の内容、記録事項及びその保管方法

	事業者への報告その他の

対処の内容
	

	記録事項
	

	保管方法
	

	交通事故に関与した従業者に対して行う再発防止のための研修の体制及び内容

	体制
	

	内容
	

	交通事故に関する知事への報告体制
	

	運送用自転車の運行によって生じた他人の生命、身体又は財産の損害を塡補することができる保険等の加入状況
	対人補償上限額
	円

	
	対物補償上限額
	円


付表４　自転車貨物運送事業用その４

	従業者が反射材及び乗車用ヘルメットを利用する体制を確保するために講じている措置

	

	他の自転車貨物運送事業者に運送させる場合は、その概要

	委託等の内訳
	１　運送業務の全部について委託等を行う。

２　運送業務の一部について委託等を行う。

（２に該当する場合は、運送業務に占める委託等の割合　約　　　割）

	委託先等①
	氏名又は名称
	

	
	住所又は所在地
	

	委託先等②
	氏名又は名称
	

	
	住所又は所在地
	

	委託先等③
	氏名又は名称
	

	
	住所又は所在地
	


備考　「他の自転車貨物運送事業者に運送させる場合は、その概要」中の「委託等の内訳」欄は、該当する番号を○で囲むこと。
なお、２に該当する場合は、運送業務のうち、他の自転車貨物運送事業者に委託等により行わせている割合を記載すること。















